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令和 5 年試験

論 文 式 試 験 問 題

会 計 学〔 午前〕

注 意 事 項
1  受験上の注意事項

・ 試験官から の注意事項の聞き 漏ら し ／受験案内や試験室及び受験票その他に記載・ 掲示さ  

れた注意事項の未確認等， こ れら を原因と し た試験における 不利益は自己責任になり ま す。

・ 携帯電話等の通信機器や携行品の取扱いについては， 試験官の指示に従ってく ださ い。

・ 試験開始の合図がある ま で， 配付物や筆記用具に触れないでく ださ い。

・ 問題に関する 質問には， 応じ ま せん。

2  不正受験や迷惑行為の禁止
・ 不正行為を行った場合／試験官の指示に従わない場合／周囲に迷惑をかける 等， 適正な試

験実施に支障を来す行為を行った場合， 直ちに退室を命ずるこ と があり ます。

3  試験問題
・ 試験開始の合図後， 直ちに頁数（ 全 16 頁）を調べ， 不備等があれば黙っ て挙手し ， 試験官

に申し 出てく ださ い。

4  答案用紙
・ 問題冊子の中ほど に挿入し てあり ま す。

・ 試験開始の合図後， 直ちに頁数（ 全 4 頁）を調べ， 不備等があれば黙って挙手し ， 試験官に

申し 出てく ださ い。

・ 答案作成に当たっ ては， ボールペン又は万年筆（ いずれも 黒イ ンク に限る 。 消し ゴム等で

イ ンク が消える ボールペンは不可。）及び修正液又は修正テープ（ 白色に限る 。）を 使用し て

く ださ い。 こ れら のも の以外を 使用し た場合／答案用紙に記入し た文字（ 数字を 含
む。）の判読が困難な場合， 採点さ れないこ と があり ます。

・ 答案用紙の左上を ホッ チキス 留めし てあり ま す。 ホッ チキス留めを外し た場合は， 採
点さ れないこ と があり ます。

5  受験番号シールの貼付
・ 配付後， 目視で受験番号及び氏名を確認し ， 不備等があれば黙って挙手し ， 試験官に申し

出てく ださ い。

・ 試験開始の合図後， 各答案用紙の右上の所定欄へ全頁に貼付し てく ださ い。

6  試験終了後
・ 試験終了の合図後， 直ちに筆記用具を置き ， 答案用紙は裏返し て通路側に置いてく ださ い。

・ 試験官が答案用紙を集め終わり 指示する ま で， 絶対に席を立たないでく ださ い。

・ 答案用紙が試験官に回収さ れずに手元に残っていた場合は， 直ちに挙手し ， 試験官に申し

出てく ださ い。   

試験官に回収さ れない場合， いかなる理由があっ ても 答案は採点さ れません。

7  試験問題（ 該当ある科目は法令基準等）の持ち帰り
・ 試験終了後， 持ち帰る こ と ができ ま す。   

なお， 中途退室する 場合には， 持ち出し は認めま せん。 必要な場合は， 各自の席に置いて

おき ま すので， 試験終了後， 速やかに取り に来てく ださ い。
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（ 会　 計　 学）

第　 1 　 問

第 1 問から 第 2 問ま で

時　 間　 　 　 　 2 時間
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〔 午後〕と あわせ

満点 300 点
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（ 50 点）

Ｍ社は， 組製品Ａ と 組製品Ｂ を生産・ 販売し ており ， 組別総合原価計算を採用し ている 。

現在， 競争環境の激化に伴い， 原価計算担当者が原価計算制度の改善を検討し ている 。 次の

〔 資料〕に基づき ， 問 1 ～ 問 5 に答えなさ い。 なお， 計算過程で端数が生じ る 場合，

計算途中では四捨五入せず， 最終数値の円未満を 四捨五入する こ と 。 ま た， 数値の記入に

は， 必ず 3 桁ずつ桁区切り を付ける こ と 。

〔 資料〕

1． 当月の生産データ（ 単位： kg ）

組製品Ａ 組製品Ｂ

月初仕掛品  1, 250 （ 0. 2） 1, 340 （ 0. 3）

当月着手  7, 000  18, 200 

　 小計 8, 250 19, 540

正常減損 ─ 300 （ 1. 0）

月末仕掛品  800 （ 0. 4）  1, 290 （ 0. 5）

完成品  7, 450  17, 950 

• 　 直接材料は工程の始点で投入する 。

• 　（ 　 ）内の数値は加工費進捗度である 。

• 　 正常減損は当月着手分から 発生し ている 。

2． 原価データ

⑴　 月初仕掛品原価

組製品Ａ 組製品Ｂ

直接材料費 7, 999, 600 円 9, 362, 200 円

加　 工　 費 2, 897, 400 円 3, 801, 232 円

⑵　 当月直接材料費関連

組製品Ａ 組製品Ｂ

直接材料費 46, 550, 000 円 127, 400, 000 円

⑶　 当月直接労務費関連

組製品Ａ 組製品Ｂ

直接労務費 60, 563, 929 円 127, 376, 489 円

実際直接作業時間 9, 777 時間 20, 883 時間

⑷　 製造間接費関連

• 　  製造間接費は組間接費であり ， 当月の実際製造間接費は， 89, 005, 980 円であった。

• 　 直接作業時間を配賦基準と し て実際配賦する 。

問題 1
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3． その他の計算条件

• 　 月末仕掛品の評価は先入先出法によ る こ と と する 。

当月の組間接費の実際配賦率を計算し ， 組製品Ａ およ び組製品Ｂ の完成品総合原価と 完成品

単位当たり 原価を各々計算し なさ い。

原価計算担当者は， 原価計算制度の改善に向けて， 組別総合原価計算の特性を改めて確認し

ている 。 我が国の「 原価計算基準」では， 組別総合原価計算は個別原価計算に準じ た計算をする

こ と と さ れている 。 組別総合原価計算と 個別原価計算と を対比する に当たり ， 総合原価計算で

用いら れる 製造指図書の種類を答える と と も に， 各原価計算方式によ る 原価集計の単位， およ

び製品原価・ 完成品原価確定の時点を答えなさ い。

原価計算担当者は， 組間接費である 製造間接費の発生額をよ り 適切に管理する ために， 直接

作業時間を基準に製造間接費を予定配賦する こ と を検討し ている 。 製造間接費予算は公式法変

動予算を 用いており ， 年間予算額は 1, 036, 800, 000 円， 年間基準操業度は 360, 000 時間であ

る 。 固定費の年間予算額は 676, 800, 000 円である と する 。 当月の組製品Ａ およ び組製品Ｂ への

予定配賦額を計算し なさ い。 ま た， 製造間接費配賦差異の総差異， 予算差異， およ び操業度差

異を計算し なさ い。 なお， 解答欄の（ 　 ）内に差異の「 有利」又は「 不利」を記入する こ と 。

実際原価計算制度において， 製造間接費を予定配賦する こ と によ る 利点（ 実際配賦に対する

優位性）を二つ答えなさ い。

近年の競争激化と 業績低迷によ り ， よ り 適切な製造間接費配賦計算が必要である と Ｍ社の原

価計算担当者は感じ ている 。 そこ で， 原価計算担当者は， 活動基準原価計算の採用を上申する た 

め， 次のよ う な経営環境の変化と 課題に直面し ている こ と を 示し たいと 考えている。 文中の

（ 　 ①　 ）～（ 　 ⑤　 ）に当てはま る 語句と し て最も 適切な語句を＜語群＞から 選び， 記号で答え

なさ い。（ 　 ※　 ）については各自推定する こ と 。

「 19 世紀末における 原価計算の発展では， 製造原価に占める（ 　 ※　 ）の割合が増大し たこ と

が問題の発端であっ た。 工場に機械設備が導入さ れ， 大規模化し たこ と で計算の重要性が高

ま ったから であった。 し かし ながら ， 当社が原価計算の改善を検討する 理由は，（ 　 ①　 ）が進

み， 製造工程が複雑化し たこ と によ り ，（ 　 ※　 ）の構造が大き く 変化し たこ と に起因する 。

当社でも 以前は， 生産量の増加によ って全ての（ 　 ※　 ）が増加する 傾向があった。 し かし ，

創業当初よ り 製造し ていた組製品Ｂ に加え， カス タ マイ ズ品である 組製品Ａ の製造を開始し た

こ と によ り ， 例えば製造部門では段取費が増加し ， 一部の補助部門費も 増加し た。 特に， 購買

問 1

問 2

問 3

問 4

問 5
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部費， 企画部費， 倉庫部費と いった（ 　 ②　 ）の増加が顕著である 。 その一方で動力部費， 検査

部費と いった（ 　 ③　 ）の金額の変化は大き く ない。 つま り ， 当社では， 大量生産品である 組製

品Ｂ と カス タ マイ ズ品である 組製品Ａ が混在する 状況によ って（ 　 ※　 ）に占める（ 　 ④　 ）が著

し く 増加し たと いえる 。 こ れを直接作業時間など の配賦基準を用いて各組製品へ配賦すれば，

極めて不正確な製品原価が計算さ れる こ と は明白である 。

活動基準原価計算は， そのよ う な（ 　 ④　 ）を活動別に適切な活動ド ラ イ バーに基づいて製品

に配賦する 。 活動ド ラ イ バーは， 各活動と 製品と の間の因果関係を反映し たも のでなければな

ら ない。 当社では， 将来的に組製品の種類を増やすこ と を検討し ている ため， 活動基準原価計

算を通じ て製品別の収益性を分析し ， 現在の（ 　 ⑤　 ）や販売価格を変更する 必要性の有無を明

ら かにする こ と が重要である 。・ ・ ・ 」

＜語群＞ ア． 資本予算　 　 　 　 　 イ ． 製品の多様化　 　 　 　 　 　 ウ ． 原価差異

 エ． 修繕部費　 　 　 　 　 オ． 直接労務費　 　 　 　 　 　 　 カ． 補助経営部門費

 キ． 生産支援活動費　 　 ク ． 手待時間　 　 　 　 　 　 　 　 ケ． 製造部門費

 コ ． 機械稼働時間　 　 　 サ． コ ス ト ・ ビヘイ ビア　 　 　 シ． 組立部費

 ス ． 直接材料費　 　 　 　 セ． プロ ダク ト ・ ミ ッ ク ス 　 　 ソ ． 売上総利益

 タ ． 工場管理部門費　 　 チ． 消費者嗜好の均一化　 　 　 ツ ． 組立作業時間
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当工場は第 1 工程から 第 3 工程ま での三つの工程から 構成さ れ， 原料ａ およ び原料ｂ と 材

料ｃ を用いて製品Ｄ を連続的に製造し ており ， 累加法によ る 工程別の標準原価計算制度を採

用し ている 。

第 1 工程と 第 2 工程は並行し ており ， 第 1 工程で原料ａ から 仕掛品Ａ（ 第 1 工程完了品）を

製造し ， 第 2 工程で原料ｂ から 仕掛品Ｂ（ 第 2 工程完了品）を製造する 。 そし て， 第 3 工程で

両仕掛品を配合し ， 材料ｃ を用いて梱包し て製品Ｄ が完成する 。

以上の条件の下で， 次の〔 資料Ⅰ〕と〔 資料Ⅱ〕に基づき ， 問 1 ～ 問 4 に答えなさ

い。 なお， 計算過程で端数が生じ る 場合， 計算途中では四捨五入せず， 最終数値の円未満を

四捨五入する こ と 。 ま た， 数値の記入には， 必ず 3 桁ずつ桁区切り を付ける こ と 。

〔 資料Ⅰ〕

1． 原材料等の投入条件

⑴　 原料ａ は第 1 工程の始点で投入さ れる 。

⑵　 原料ｂ は第 2 工程の始点で投入さ れる 。

⑶　 仕掛品Ａ と 仕掛品Ｂ は第 3 工程の始点で投入さ れ， 材料ｃ は第 3 工程の終点で投入さ れる 。

2． 原材料等標準消費量

⑴　 仕掛品Ａ を 1 kg 製造する ための原料ａ 標準消費量は 1 kg である 。

⑵　 仕掛品Ｂ を 1 kg 製造する ための原料ｂ 標準消費量は 1 kg である 。

⑶　 製品Ｄ を 1 単位製造する ための標準消費量は， 仕掛品Ａ が 3 kg ， 仕掛品Ｂ が 2 kg ， 材料ｃ

が 1 個である 。

3． 標準加工時間

⑴　 第 1 工程にて原料ａ を 1 kg 加工する ための標準時間は 30 分である 。

⑵　 第 2 工程にて原料ｂ を 1 kg 加工する ための標準時間は 45 分である 。

⑶　 第 3 工程にて製品Ｄ を 1 単位加工する ための標準時間は 90 分である 。

問題 2
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4． 原材料データ（ 年間）

標 準 価 格 実 際 購 入 額 実 際 購 入 量 実 際 消 費 量

原料ａ 2, 000 円 /kg 22, 780, 000 円 10, 000 kg 8, 100 kg

原料ｂ 1, 000 円 /kg 6, 432, 000 円 6, 000 kg 5, 700 kg

材料ｃ 95 円 /個 300, 000 円 3, 000 個 2, 550 個

5． 加工関連予算データ（ 年間）

第 1 工 程 第 2 工 程 第 3 工 程

当 期 投 入 8, 100 kg 5, 400 kg 2, 600 単位

完 成 品 7, 800 kg 5, 200 kg 2, 500 単位

期末仕掛品 300 kg 200 kg 100 単位

加 工 時 間 3, 975 時間 3, 975 時間 3, 825 時間

加 工 費 19, 716, 000 円 19, 954, 500 円 19, 584, 000 円

6． 標準原価カード（ 空欄は各自計算する こ と 。）

標準原価カード（ 製品Ｄ ）

第 1 工程

原 料 費（ 原 料 ａ ） 2, 000 円 /kg ×  （  ） k g /kg ＝  （  ） 円 /kg

加 工 費 4, 960 円 /時間 ×  （  ） 時間 /kg ＝  （  ） 円 /kg

仕 掛 品 Ａ 　  （  ） 円 /kg

第 2 工程

原 料 費（ 原 料 ｂ ） 1, 000 円 /kg ×  （  ） k g /kg ＝  （  ） 円 /kg

加 工 費 5, 020 円 /時間 ×  （  ） 時間 /kg ＝  （  ） 円 /kg

仕 掛 品 Ｂ 　  （  ） 円 /kg

第 3 工程

前工程費（ 仕掛品Ａ ） （  ） 円 /kg ×  3 k g /単位 ＝  （  ） 円 /単位

前工程費（ 仕掛品Ｂ ） （  ） 円 /kg ×  2 k g /単位 ＝  （  ） 円 /単位

材 料 費（ 材 料 ｃ ） 95 円 /個 ×  1 個 /単位 ＝   95 円 /単位

加 工 費 5, 120 円 /時間 ×  （  ） 時間 /単位 ＝  （  ） 円 /単位

　  （  ） 円 /単位
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7． 加工関連実績データ（ 年間）

第 1 工 程 第 2 工 程 第 3 工 程

当 期 投 入 8, 100 kg 5, 700 kg 2, 600 単位

完 成 品 7, 800 kg 5, 200 kg 2, 500 単位

期末仕掛品 240 kg 160 kg 100 単位

加 工 時 間 3, 955 時間 3, 980 時間 3, 850 時間

加 工 費 20, 516, 364 円 20, 883, 720 円 20, 391, 636 円

8． その他の計算条件

⑴　 期末仕掛品の加工費進捗度は予算と 実際と も に全て 50 ％であった。

⑵　 期首に原材料， 仕掛品， 製品の棚卸資産はなかった。

⑶　 原材料， 仕掛品， 製品に棚卸減耗は生じ ていなかった。

⑷　 仕掛品勘定への記帳はパーシャ ル・ プラ ンによ り ， 原価差異は全て仕掛品勘定にて把握さ れ

る 。 なお， 異常な状態によ って発生し た原価差異はなかった。

⑸　 製品Ｄ の年間実際販売量は 2, 400 単位であった。

製品Ｄ の原価標準を答えなさ い。

当年度の原価差異が比較的多額と 判断さ れた。 そこ で， 以下の各表の①～⑦に当てはま る 最

も 適切な数値と ， ⑧我が国の「 原価計算基準」にのっと って原価差異を期末棚卸資産に配賦し た

場合の売上原価の金額を答えなさ い。 なお， 追加配賦し て得ら れた各勘定の期末残高ができ る

だけ実際原価に一致する よ う ， 消費価格差異を売上品， 棚卸資産， 数量差異に配賦し ， 数量差

異と 加工費配賦差異を売上品と 棚卸資産に配賦する こ と 。 ま た， ①については， 解答欄の（ 　 ）

内に差異の「 有利」又は「 不利」を記入する こ と 。

1． 原材料の数量データ

原 料 ａ 原 料 ｂ 材 料 ｃ

数 量 差 異 60 kg （  ）kg （  ① ）個

第 1 工程仕掛品 240 kg ─ ─

第 2 工程仕掛品 ─ 160 kg ─

第 3 工程仕掛品 （  ② ）kg （  ）kg ─

製 品 （  ）kg （  ③ ）kg （  ）個

売 上 品 （  ）kg 4, 800 kg （  ）個

合 計 8, 100 kg 5, 700 kg 2, 550 個

問 1

問 2
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2． 消費価格差異の配賦

配 賦 率 数量差異への配賦額 売上原価への配賦額

原 料 ａ 278 円 /kg （  ④ ）円 （  ）円

原 料 ｂ 72 円 /kg （  ）円 （  ）円

材 料 ｃ 5 円 / 個 （  ）円 （  ）円

3． 消費価格差異配賦後の数量差異の配賦

配賦後の数量差異 配 賦 率 売上原価への配賦額

原 料 ａ （  ）円 （  ）円 /kg （  ）円

原 料 ｂ （  ⑤ ）円 （  ）円 /kg （  ）円

材 料 ｃ （  ）円 （  ）円 / 個 （  ⑥ ）円

4． 加工費配賦差異の配賦

加工費配賦差異 配 賦 率 売上原価への配賦額

第 1 工 程 874, 764 円  110. 45 円 /kg （  ）円

第 2 工 程 1, 004, 520 円 （  ）円 /kg （  ）円

第 3 工 程 807, 636 円 （  ）円 / 単位 （  ⑦ ）円

〔 資料Ⅱ〕

次に示すのは工場長（ 以下，「 甲」と する 。）と 原価計算担当者（ 以下，「 乙」と する 。）によ る 会話の一

部である 。 なお，（ 　 ※　 ）については各自推定する こ と 。

甲　「 やはり 原価差異の原因は円安やエネルギー価格の高騰によ る も のでし ょ う か。」

乙　「 はい。 特に原料ａ の価格が高騰し ており ま す。 ま た， 業務委託先も 同じ よ う に厳し い状況に

置かれており ， 値上げ要請を受けたため， その結果と し て加工費は予算を超過し ており ま す。」

甲　「 そう ですか。 今年は生産量が予算を達成し ， 目立ったミ ス も なかったのですが。」

乙　「 そう ですね。 第 2 工程の件はど う なり ま し たでし ょ う か。」

甲　「 その件ですが， 燃焼温度を 下げる と 品質が安定せず， 第 3 工程で不良品を 出すわけにはいき

ま せんから ， 第 2 工程での原料ｂ の目減り には目をつぶろう と 思いま す。 そこ で不利な数量差

異が生じ る のはやむを得ないこ と と し て， こ のよ う な原料の目減り を第 2 工程の不能率と し な

い原価計算上の方法はないも のでし ょ う か。」

乙　「 そう ですね。 こ のよ う な原料の目減り は（ 　 ⑨　 ）に相当し ま すので， 現在の標準消費量や標

準時間から（ 　 ⑨　 ）の分を含めた標準消費量や標準時間に改定する のが一案です。」

甲　「 なる ほど 。 目減り のひど かっ た月は 500 kg を 投入し て 400 kg し か産出さ れま せんでし た

が， 仮にそれを 前提と し て（ 　 ⑩　 ）率を 80 ％と する と ，（ 　 ※　 ）％分を（ 　 ⑨　 ）と し て標準

消費量に加算する と いう こ と ですね？」
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乙　「 いえ， その（ 　 ※　 ）％と は歩減率です。（ 　 ⑩　 ）率が 80 ％の場合， 標準消費量に加える ため

の（ 　 ⑨　 ）率は完成品数量の（ 　 ⑪　 ）％と なり ま す。・ ・ ・ 」

（ 　 ⑨　 ）と（ 　 ⑩　 ）に当てはま る 最も 適切な語句を漢字 2 文字で，（ 　 ⑪　 ）に当てはま る 最

も 適切な数値を答えなさ い。

外部報告上， 標準原価差異のう ち管理可能な差異を期末棚卸資産に追加配賦すべき ではない

と いう 見解も ある 。 こ の見解の根拠を述べなさ い。 なお， 標準原価は科学的に正し く 設定さ れ

ており ， 原価差異は正常な状態の下で発生し ている も のと する 。

問 3

問 4
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Ｘ 社は 3 種類の製品Ａ ， Ｂ およ びＣ を 製造販売し ている 。 同社は， イ ン フ レ に直面する

中， 各製品の販売単価の引上げを 適切に実施する ため， 20X3 年度において， 製造原価に対

し ， 活動基準原価計算を導入する こ と を検討し ている 。 次の〔 資料Ⅰ〕～〔 資料Ⅵ〕と〔 会話〕に

基づき ， 以下の 問 1 およ び 問 2 に答えなさ い。

〔 資料Ⅰ〕　 20X2 年度の原価・ 販売単価の実績額

1． 原価データ

製品Ａ 製品Ｂ 製品Ｃ

直接材料費 400 千円 /個 360 千円 /個 320 千円 /個

直接労務費 570 千円 /個 490 千円 /個 390 千円 /個

変動製造間接費（ 注 1 ） 160 千円 /個 100 千円 /個 80 千円 /個

変動販売費 180 千円 /個 120 千円 /個 100 千円 /個

個別固定費（ 注 2 ） 1, 240, 000 千円 960, 000 千円 280, 000 千円

共通固定費（ 注 3 ） 19, 322, 000 千円

（ 注 1 ） 加工に要する 費用のう ち， 減価償却費と 間接労務費と を除いた費用が計上さ れる 。

（ 注 2 ） 各製品で個別に発生する 販売費から なる 。

（ 注 3 ） 共通固定費は固定製造間接費と 一般管理費であり ， 金額の内訳は以下のと おり である 。

固定製造間接費 16, 902, 000 千円

（ 内： 加工に要する 減価償却費と 間接労務費） （ 8, 640, 000 千円）

（ 内： 加工以外の製造関連活動の費用） （ 8, 262, 000 千円）

一般管理費 2, 420, 000 千円

2． 販売単価データ

製品Ａ 製品Ｂ 製品Ｃ

販売単価 2, 280 千円 1, 820 千円 1, 300 千円

〔 資料Ⅱ〕　 製造販売における 制約条件等（ 20X2 年度と 20X3 年度において共通）

1． 加工は機械によ って行われている 。 製品Ａ ， Ｂ およ びＣ の 1 個当たり に要する 機械作業時間は

それぞれ 1 時間， 0. 75 時間， 0. 4 時間であ る 。 ま た， 機械作業の生産能力の上限は年間 36, 000

時間である 。

問題 1

（ 会　 計　 学）

第　 2 　 問

第 1 問から 第 2 問ま で

時　 間　 　 　 　 2 時間

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�

〔 午後〕と あわせ

満点 300 点

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�

（ 50 点）
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2． 年間最大需要量

製品Ａ 製品Ｂ 製品Ｃ

年間最大需要量 25, 000 個 20, 000 個 10, 000 個

3． その他の条件

期首・ 期末の棚卸資産は存在し ない。

Ｘ 社は，〔 資料Ⅱ〕の制約条件等の下， 20X2 年度は全社利益を 最大化でき る よ う ， 製品Ａ ，

Ｂ およ びＣ の製造販売を 行っ た。〔 資料Ⅰ〕と〔 資料Ⅱ〕に基づき ， 20X2 年度における Ｘ 社の営

業利益（ 千円）を 求めなさ い。 なお， 計算結果に端数が生じ る 場合， 計算途中では四捨五入せ

ず， 最終数値の小数点第 1 位を四捨五入する こ と 。

活動基準原価計算を 用いた販売単価の引上げについて， 社長と 経理部長と で，〔 資料Ⅰ〕～

〔 資料Ⅵ〕に基づく〔 会話〕があった。 以下の設問に答えなさ い。

〔 資料Ⅲ〕　  加工以外の製造関連活動， 活動の階層およ び最大可能量  

（ 20X2 年度と 20X3 年度において共通）

活動センタ ー 活動ド ラ イ バー 活動の階層 最大可能量

材料発注 発注処理時間 バッ チレ ベル活動 1, 150 時間

段取 段取時間 バッ チレ ベル活動 3, 000 時間

品質保証 検査時間 単位レ ベル活動 1, 600 時間

修繕 修繕時間 製品支援レ ベル活動 1, 500 時間

（ 注）製品Ａ ， Ｂ およ びＣ はそれぞれ 40 個 /バッ チ， 50 個 /バッ チ， 20 個 /バッ チで製造さ れている 。

〔 資料Ⅳ〕　  加工以外の製造関連活動の活動ド ラ イ バー数値  

（ 20X2 年度と 20X3 年度において共通）

活動センタ ー 活動ド ラ イ バー 製品Ａ 製品Ｂ 製品Ｃ

材料発注 発注処理時間 1. 2 時間 /バッ チ 0. 8 時間 /バッ チ 0. 6 時間 /バッ チ

段取 段取時間 2. 4 時間 /バッ チ 2. 5 時間 /バッ チ 0. 8 時間 /バッ チ

品質保証 検査時間 0. 04 時間 /個 0. 03 時間 /個 0. 02 時間 /個

修繕 修繕時間 510 時間 640 時間 260 時間

問 1

問 2
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〔 資料Ⅴ〕　 20X2 年度における 加工以外の製造関連活動の活動原価

活動センタ ー 活動原価

材料発注 1, 140, 000 千円

段取 3, 720, 000 千円

品質保証 1, 152, 000 千円

修繕 2, 250, 000 千円

〔 資料Ⅵ〕　 20X3 年度における 原価増加の想定

1． 1 個当たり 直接材料費は全ての製品で， 20X2 年度の金額に比べて 25 ％増加する 。

2． 1 個当たり 直接労務費は全ての製品で， 20X2 年度の金額に比べて 20 ％増加する 。

3． 1 個当たり 変動製造間接費およ び 1 個当たり 変動販売費は全ての製品で， 20X2 年度の金額に

比べて 15 ％増加する 。

4． 個別固定費は全ての製品で， 20X2 年度の金額に比べて 10 ％増加する 。

5． 固定製造間接費のう ち， 加工に要する 減価償却費と 間接労務費の合計額は， 20X2 年度の金額

に比べて 10 ％増加する 。

6． 固定製造間接費のう ち， 材料発注， 段取， 品質保証， 修繕の活動原価はいずれも ， 20X2 年度

の金額に比べて 15 ％増加する 。

7． 一般管理費は， 20X2 年度の金額に比べて 10 ％増加する 。

〔 会話〕

経理部長　「 最近のイ ンフ レ によ って， 20X3 年度は各種原価の増加が予想さ れていま す。 そこ で，

製品の販売単価を引き 上げる 必要がある と 考えていま す。 販売単価の引上げに当たって

は， 固定製造間接費について活動基準原価計算を実施し ， 製品ごと のよ り 適切な製品原

価を算定し ， こ れに基づいて販売単価を設定する のが， 顧客に値上げを受け入れても ら

う ために望ま し いと 考えていま す。

20X2 年度の実績データ に基づく ， 活動基準原価計算に関連する 資料が，〔 資料Ⅲ〕か

ら〔 資料Ⅴ〕に示さ れていま す。 固定製造間接費について， 加工に要する 減価償却費と 間

接労務費の合計は機械作業時間に基づいて配賦し ， 材料発注， 段取， 品質保証， 修繕の

各活動原価は〔 資料Ⅲ〕と〔 資料Ⅳ〕に示す活動ド ラ イ バーに基づいて配賦する こ と と し ま

し た。 活動原価の配賦方法については， 活動原価全額を製品に配賦する 方法と ， 活動原

価のう ち利用原価のみを配賦する 方法の二つが考えら れま すが， 今回は後者を採用し て

販売単価を設定する こ と にし ま し た。

20X3 年度の予定製造販売数量を 20X2 年度における 製造販売数量と 同じと し て設定し ，  

〔 資料Ⅱ〕を踏まえ， 各製品の売上総利益率を 30 ％と 設定し ， 販売単価を計算してみました。  

その結果， 20X3 年度の販売単価は， 製品Ａ： ア 千円， 製品Ｂ ： イ 千円，  

⒜
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製品Ｃ ： ウ 千円と なり ま す。 こ れに基づき ， 総原価を 控除し て全社レ ベルの営

業利益を算定し たと こ ろ， エ 千円と なり ま し た。」

社 長　「 イ ンフ レ が利益を圧迫する から ， 販売単価の引上げは仕方ない。 ただ， 販売単価を引

き 上げれば， 販売数量が減少する 可能性がある 。 う ちの製品だと ， 製品Ｂ と 製品Ｃ は競

争優位性が高いから ， 販売単価を引き 上げても 販売数量は減ら ないと 思う 。 一方， 製品Ａ  

は他社と の競争が激し いから ， こ れだけ販売単価を引き 上げたら ， 大幅に販売数量が減

る のではないか。 一旦， お客様が離れてし ま う と ， 再度取り 戻すのは難し い。 販売数量

の減少を抑える ため， 昨年度の販売単価と ア 千円と の平均を取って販売単価を

設定し たら ど う だろう か。」

経理部長　「 社長のご懸念はも っ と も です。 販売単価を ア 千円に引き 上げたら ， 販売数量

が 3, 500 個減る と 想定さ れま す。 仮に， 社長がご提案さ れた販売単価の下での 20X2 年 

度の販売数量から の減少数量が　 　 　 　 　オ 個以下であれば， 　 　 　 　 　ア 千円の場合よ り  

も 全社レ ベルの営業利益が多く なり ま す。」

設問 1 　 経理部長によ る 発言の空欄 ア ～ エ に当てはま る 最も 適切な数値を

答えなさ い。 ただし ， Ｘ 社はいずれの製品も 生産・ 販売を中止し ないこ と を決めてい

る 。 なお， ア ～ ウ について， 計算結果に端数が生じ る 場合， 計算途

中では四捨五入せず， 最終数値の小数点第 1 位を四捨五入する こ と 。

設問 2 　 経理部長によ る 下線部⒜の発言に関連し て， イ ンフ レ に伴い販売単価を引き 上げる

こ と で販売数量が減少する と 想定さ れる 状況下で， 活動原価全額を製品に配賦する こ

と によ り 販売単価を設定する こ と の問題について， 材料発注活動の原価の数値を用い

て説明し なさ い。

設問 3 　 経理部長によ る 下線部⒝の発言に関連し て， 空欄 オ の数値を求め， 差額原

価収益分析の手法によ り ， その理由を説明し なさ い。

⒝
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Ｎ 社は工場に向けた工作機器を製造販売し ている 会社であり ， 事業部制を採用し ている 。

Ｘ 事業部は生産し た部品Ａ を全てＹ 事業部に納入し ており ， Ｙ 事業部は部品Ａ を組み込んで

製品Ｂ を製造・ 販売し ている 。 次年度（ 20X4 年度）の利益計画策定のための市場調査の結果，  

次年度から 部品Ａ の外販が可能である こ と が判明し た。 こ れを機会に， Ｎ 社は次年度から 両

事業部をイ ンベス ト メ ント ・ センタ ーと し て扱い， 事業部の業績指標と し て単年度の投下資

本利益率を採用する こ と と し た。 現在， 利益計画策定に向けた経営会議が開かれており ， 社

長， Ｘ 事業部長， Ｙ 事業部長およ び経営コ ンサルタ ント Ｉ が参加し ている 。 次の〔 資料Ⅰ〕お

よ び〔 資料Ⅱ〕並びに〔 会話Ⅰ〕およ び〔 会話Ⅱ〕に基づき ， 問 1 およ び 問 2 に答えなさ

い。 なお， 計算結果に端数が生じ る 場合， 計算途中では四捨五入せず， 最終数値の小数点 

第 3 位を四捨五入する こ と 。

〔 資料Ⅰ〕　 次年度（ 20X4 年度）の利益計画に関連する 資料

1． 市場調査に関する 資料

市場調査の結果， 部品Ａ は 1, 600 千円 /個で外部の部品専門商社に販売可能であ る こ と が分

かった。 外販する 場合には， 部品Ａ 1 個当たり 変動販売費が標準で 200 千円生じ る 。 Ｘ 事業部は，  

現在部品Ａ を 5, 000 個生産する 能力を保有し ている 。 市場での部品Ａ の需要は大き く ， 今後は余

裕生産能力を全て活用し て， 部品Ａ を外部の部品専門商社に販売する こ と が可能である 。

2． 部品Ａ と 製品Ｂ に関する 資料

部品Ａ 製品Ｂ

販売価格 1, 600 千円 /個 4, 400 千円 /台

標準変動製造原価 950 千円 /個 2, 050 千円 /台

標準変動販売費 200 千円 /個 150 千円 /台

内部取引によ る 販売量 3, 500 個 ―

市場への販売量 1, 500 個 3, 500 台

製品Ｂ を 1 台生産する には， 部品Ａ が 1 個必要である 。 なお， 製品Ｂ 1 台当たり の標準変動製造

原価には， 部品Ａ の原価は含ま れていない。

3． 各事業部の固定費と 平均投下資本額に関する 資料

Ｘ 事業部 Ｙ 事業部

固定費 370, 000 千円 800, 000 千円

平均投下資本額 10, 000, 000 千円 12, 500, 000 千円

4． その他の資料

⑴　 事業部固定費は， 固定製造原価， 固定販売費およ び一般管理費から なり ， 事業部長にと って

管理可能である 。

問題 2
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⑵　 事業部の業績に基づいて事業部長を処遇し ている 。

⑶　 期首・ 期末の棚卸資産は存在し ない。

⑷　 Ｙ 事業部が部品Ａ を外部から 購入する 場合， 購入単価は 1, 780 千円である 。

⑸　 両事業部の投下資本額合計が， 会社の総資本額である 。

⑹　 事業部の投下資本利益率は， 税引後事業部営業利益と 事業部平均投下資本額に基づいて計算

する 。 なお， 法人税等の実効税率は 40 ％である 。

⑺　 Ｎ 社の税引後加重平均資本コ ス ト 率は 8 ％である 。

〔 会話Ⅰ〕

社 長　「 市場調査の結果， 部品Ａ の市場は今後拡大する こ と が予想さ れている。 次年

度， Ｘ 事業部には生産能力を最大限に利用し て部品Ａ の外販を進めても ら いた

い。」

Ｙ 事 業 部 長　「 部品Ａ の外販には賛成し ま す。 ただし ， Ｘ 事業部には次年度も 製品Ｂ の生産

に必要な部品Ａ を納めても ら う こ と が条件です。」

Ｘ 事 業 部 長　「 こ れま で我が事業部はコ ス ト ・ センタ ーであっ たので， 部品Ａ の内部振替価

格に 1 個当たり の標準変動製造原価を用いる こ と は妥当だったと 考えま す。 し

かし ながら ， 次年度から イ ンベス ト メ ント ・ センタ ーと し て評価さ れる こ と に

なり ま す。 次年度も 同様の内部振替価格を用いる のであれば， 部品Ａ を全て外

販し たいと 思いま す。」

社 長　「 ま あま あ， 同じ 会社内の事業部同士なのだから ， 協力する のが当たり 前だろ

う 。 何か良い方法はないだろう か？」

コ ンサルタ ント Ｉ 　「 それでは， 部品Ａ の内部振替価格は ア 基準によ り 設定する のはど う

でし ょ う か。 そう すれば， Ｘ 事業部の投下資本利益率は， 部品Ａ を全て外販し

た場合と 同じ になり ま す。 社長のおっし ゃる と おり ， 内部取引は全社的な利益

の観点から 望ま し いので， 次年度も 継続すべき です。」

Ｘ 事 業 部 長　「 分かり ま し た。 その内部振替価格が採用さ れる のであれば， 次年度も 部品Ａ

をＹ 事業部に納入し たいと 思いま す。」

次の設問に答えなさ い。

設問 1 　 下線部⒜について， 内部振替価格に実際変動製造原価ではなく 標準変動製造原価を

採用する こ と によ る ， Ｙ 事業部における 事業部業績管理上の利点を述べなさ い。

設問 2 　 空欄 ア に当てはま る 最も 適切な語句を答えなさ い。

⒜

⒝

問 1
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設問 3 　 ア 基準の内部振替価格を採用し た場合に予定さ れる ， 両事業部の投下資本

利益率を求めなさ い。

設問 4 　 下線部⒝の記述について， Ｘ 事業部が部品Ａ を全て外部の部品専門商社に販売する

よ り も ， 内部取引を継続し たほう が望ま し い理由を， 会社全体の税引後利益額への影

響の観点から 根拠と なる 数値を示し た上で説明し なさ い。

さ ら なる 市場調査の結果， Ｙ 事業部では， 現在製造し ている 製品Ｂ に加えて， 次年度（ 20X4

年度）よ り 新製品Ｃ を 市場に投入する プロ ジェ ク ト が提案さ れた。 次の〔 資料Ⅱ〕およ び〔 会話

Ⅱ〕に基づき ， 以下の設問に答えなさ い。 なお，〔 会話Ⅱ〕内の ＊ に当てはま る 数値は

各自推定する こ と 。

〔 資料Ⅱ〕　 新製品Ｃ プロ ジェ ク ト に関する 資料

1． 新製品Ｃ の販売価格と 原価の資料

市場販売価格 5, 060 千円 /台

標準変動製造原価 2, 550 千円 /台

標準変動販売費 150 千円 /台

新製品Ｃ を 1 台生産する には， 部品Ａ が 1 個必要である 。 なお， 製品Ｃ 1 台当たり の標準変動製

造原価には， 部品Ａ の原価は含ま れていない。

2． 新製品Ｃ の販売は 20X6 年度末ま でを 予定し ており ， 予定販売量は， 20X4 年度に 2, 000 台，

20X5 年度に 1, 900 台， 20X6 年度に 1, 700 台である 。

3． 期首・ 期末の棚卸資産は存在し ない。

4． Ｘ 事業部への追加投下資本額は 1, 860, 000 千円， Ｙ 事業部への追加投下資本額は 3, 600, 000 千

円であり ， 全て必要な設備投資に充てら れる 。 こ の設備投資によ り ， Ｘ 事業部の部品Ａ 生産能力

は年間 2, 000 個増加する 。 Ｘ 事業部はこ の生産能力を 全て利用し て， 部品Ａ を Ｙ 事業部に納入

し ， 余剰分は全て外販する 。

5． 両事業部と も ， 20X4 年度期首に設備投資を 実施し ， 耐用年数 3 年， 残存価額ゼロ の定額法で

償却する 。 プロ ジェ ク ト 終了時点での売却価値はない。 なお， こ の設備投資に関連する キャ ッ

シュ ・ フ ロ ーは 20X4 年度期首に発生する 。

6． こ のプロ ジェ ク ト によ り 生じ る 事業部固定費は， 全て新規投資し た設備の減価償却費である 。

7． キャ ッ シュ ・ フロ ーは， 特に指示がなければ， 各年度末にま と めて生じ る と 仮定する 。

8． 各年度の残余利益は， 営業利益から 期首の投下資本に関わる 資本コ スト を差し 引き ， 税金の影響 

を考慮し て計算する 。

9． 残余利益およ び正味現在価値を計算する 際に使用する 資本コ ス ト 率は， Ｎ 社の税引後加重平均

資本コ ス ト 率である 8 ％を用いる 。

10． 法人税等の実効税率は 40 ％である 。

問 2
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〔 会話Ⅱ〕

Ｙ 事 業 部 長　「 新製品Ｃ プロ ジェ ク ト に関する 資料を 検討し た結果， こ のプロ ジェ ク ト 実施

によ り ， 次年度（ 20X4 年度）のＹ 事業部の投下資本利益率は イ ％に上

昇し ， 次年度の会社全体の投下資本利益率は ＊ ％に向上する と 予想さ

れま す。 し たがって， こ のプロ ジェ ク ト は実行すべき と 考えま す。」

社 長　「 なる ほど， 魅力的なプロ ジェ ク ト ですね。 では， 新製品Ｃ の製造に必要な部

品Ａ についても Ｘ 事業部に製造し ても ら う こ と にし ま し ょ う 。」

Ｘ 事 業 部 長　「 ちょ っ と 待っ てく ださ い。 こ のプロ ジェ ク ト を 実行し た場合， わが事業部は

次年度（ 20X4 年度）に部品Ａ を 追加生産する ための設備投資を 負担する こ と に

なり ま す。 し たがって， ア 基準によ る 内部振替価格を前提と する なら

協力でき ま せん。 新製品Ｃ の製造に必要な部品Ａ は， Ｙ 事業部が外部から 購入

し てく ださ い。」

コ ンサルタ ント Ｉ 　「 Ｘ 事業部長の意見には単年度の投下資本利益率を 業績評価基準に利用する こ

と から 生じ る 事業部制組織管理上の問題が表れていま す。 部品Ａ の内部取引を

成立さ せる ためには内部振替価格を ウ 千円以上 ＊ 千円以下に

見直す必要があり ま す。 ただし ， こ の方法では事業部の業績評価に別の問題が

生じ ま す。 し たがって， 投下資本利益率よ り も 残余利益を事業部の業績評価指

標に採用する こ と を提案し ま す。 ア 基準によ る 内部振替価格を前提と

し て， こ のプロ ジェ ク ト から 追加的に得ら れる 次年度（ 20X4 年度）の残余利益

を計算する と ， Ｘ 事業部 エ 千円， Ｙ 事業部 ＊ 千円， 会社全体

では オ 千円と なり ま す。 ま た， 新製品Ｃ プロ ジェ ク ト の正味現在価値

は， Ｘ 事業部では ＊ 千円， Ｙ 事業部では カ 千円， 会社全体で

は ＊ 千円と なり ま す。 残余利益に基づく 業績評価は， 正味現在価値法

によ る プロ ジェ ク ト の評価と 整合的です。」

設問 1 　 空欄 イ ～ カ に当てはま る 最も 適切な数値を答えなさ い。 ただし ，

ウ に当てはま る 数値は， 最終数値の小数点第 3 位を切り 上げる こ と 。

設問 2 　 下線部⒞が指摘する 問題と はど のよ う なこ と か。 ア 基準の内部振替価格を

前提と し て， 根拠と なる 数値を示し た上で説明し なさ い。

設問 3 　 下線部⒟が指摘する 問題と はど のよ う なこ と か， 説明し なさ い。

設問 4 　 下線部⒠について， その理由を会社全体の指標に基づいて根拠と なる 数値を示し た

上で説明し なさ い。

⒞

⒟

⒠


